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1. はじめに 
 本稿1は、会話教育のための一活動方法である Immediate Method（イミディアット・メソッド、以下ＩＭと略

す）の地域日本語学習支援活動への適用可能性を、地域日本語学習支援の現状に鑑みて考察するも

のである。 

 ＩＭに関しては、池澤 2004a、Azra ほか 2002 および 2005 に詳しく述べられているが、概要のみを述べ

れば、日本におけるフランス語教育の分野で開発され、主にそこで普及している会話教育のための一活

動方法で、「学習者と教師が、教室で、自分自身のアイデンティティーを保持して、一対一で話すための

仕掛け」である。具体的には、「質問」・「答え」・「反応」文と系統立った語彙で構成された教材、および授

業運営法を含む。この方法は、教室で実際のコミュニケーションを行うことを目的としており、クラスの学

習者数や授業活動参加意欲に関わらず、目的を達成する仕掛けを備えている。日本語、フランス語、ド

イツ語、英語教育において、非母語話者教師を含む様々な背景を持つ教師が、各々の能力に応じて比

較的容易に習得し、現場の事情に柔軟に対応させて実践して来た。 

地域日本語学習支援活動とは、以前は「ボランティア日本語教室」活動と称されることが多かったが、

日本国内で地域に住む外国人の日本語学習を支援する活動である。市民が自発的に組織化してボラン

ティアで行う活動に、自治体が場所の提供などの形で協力しているケースが多いが、まったく民間によっ

て行われることもある。いずれにしても、そこで活動にあたるのは殆どが市民ボランティアである。このよ

うな活動は 1970 年代後半から散見されるようになったが、現在では全国的な外国人市民の増加に伴い、

全国各地に広がっており、市民活動としての位置付けが強調されながらも、一つの日本語教育形態とし

て定着している。活動の性格は現在、従来からの「日本語教育」という捉え方に加え、「日本語を通した

外国人市民と日本人市民の交流活動」という捉え方が定着しつつある。また、地域在住外国人の背景

の多様化が進行するにつれて、それへの対応が主な課題となっている。日本人市民ボランティアの養成

活動も1980年代より行われており、近年ますます活発化している。これも自治体主導あるいはその協力

                                                 
1本稿は『比較社会文化研究』第 17 号（九州大学比較社会文化学府、2005 年）掲載の「地域日本語学習支援

活動へのイミーディアット・アプローチ適用の可能性」に加筆修正し、最新のデータを更新したものである。 
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のもとに講座やワークショップが開催されることが多い。 

 ＩＭは、地域日本語学習支援活動のために開発されたものではないが、1999 年に初めてそこで適用さ

れて以来現在までに、日本国内数ヶ所での適用例がある。また、日本語教育関係者を対象とするワーク

ショップにおいて、ＩＭの具体的な方法がそこで有効であるとの評価を参加者から受けている（池澤

2004a）。これは、ＩＭの構造から生み出される要素、即ち、教師と学習者間の心理的垣根の低さ、正確さ

よりもコミュニケーションの成立を重視する点、暗記の完成度にあまり左右されずにアクティビティーに結

び付けられるような仕掛け、熟練度の低い教師でも取り入れやすい点、積み上げ式でなくてもできる点、

学習者が各々のレベルと興味に合わせて活動しやすい点などが、こうした支援活動にも適していること

を示している。地域の日本語学習支援の場では、その他の日本国内の日本語教育現場と比較して、学

習者の規則的で継続的な出席が見込めない場合が多い。また、学習者のレベルや背景が多様な場合

が多く、それらに対応する教師の熟練度は低いという場合も多い。そのような条件に対して、ＩＭがひとつ

の解決になり得る可能性が示されたといってよいであろう。 

 本稿では、ＩＭの地域日本語学習支援活動への適用可能性を考察する目的で、まず地域日本語学習支

援の現状を述べ、続いてそこにおけるＩＭの可能性を概観する。最後にまとめと今後の課題を述べる。 

 

 

2. 地域日本語学習支援活動の現状 
2.1. 機関数、学習者数、支援者数 

    最新の調査によると、日本国内の日本語教育機関・施設数は約 1800 機関・施設、日本語教員数は

約3万人、日本語学習者数は約13万人である。いずれもこの10年間で大幅に増加しており、日本語教

育機関・施設数と日本語教員数は過去最高となっている。（文化庁 2004 年調べ）。 

 日本国内の外国人登録者数も近年増加の一途をたどっており、2004 年末で約 197 万人を超える。これ

は日本の総人口の 1.55％にあたり、過去最高の割合である。在留外国人の増加に伴い、地域に居住す

る外国人も増えており、日本語学習支援の充実が重要な課題となっている。 

 以下の記述は、地域日本語学習支援活動の概要を述べるために、資料をもとに筆者がまとめたもので

ある。資料には、文化庁がホームページで公開している「平成 16 年度国内の日本語教育の概要」と「地

域の日本語教室に通っている在住外国人の日本語に対する意識等について」と題する調査結果報告を

用いる（いずれも資料４）。 

 日本国内の日本語教育機関のうち、「地域の居住者」を対象とする施設・団体数は 742 で、全体の

40.9％にあたる。そこに通う学習者数は 39,302 人で、国内の日本語学習者の 30.6％を占める。「地域の

居住者」を対象とする施設・団体の教員中「ボランティア等」が占める割合は 84.1％（ 13,565 人）に上る。

国内の教員全体においても「ボランティア等」はカテゴリー中最多で、51.0％を占めている。 

 ボランティアが関わる地域の教室であるほど実数の把握が困難なので、施設・団体数、学習者数、教員

数ともに実際はより多いと考えられるが、統計で把握されたものだけでも、地域の居住者対象の施設・

団体は日本語教育機関の約４割にあたり、国内の日本語学習者の約３割を集めている。また、そこでの
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活動にあたるボランティアは日本語教員全体の約半分を占めている。つまり、地域日本語学習支援活

動は国内の日本語教育の非常に重要な位置を占めているといえる。 

 

2.2. 地域日本語学習支援活動の課題 

 地域日本語学習支援活動の課題をまず、支援する側から見ると、2004 年に文化庁がまとめた『地域日

本語学習支援の充実――共に育む地域社会の構築へ向けて――』には、地域日本語学習支援の抱え

る問題として以下が挙げられている（資料２：16-17）。 

 

＜地域日本語学習支援の抱える問題＞ 

① 学習者が一定しないので継続的な学習が困難である 

② 学習者が多様なため、日本語学習の目的も多様になり、学習目標が立てにくい 

③ 日本語レベルが多様で学習内容が決めにくい 

④ 多様化した学習者に対応できる支援者が確保できない 

ア） 日本語ボランティアのメンバーが一定しない 

イ） 多様化した学習者の要求にあった支援者の確保が難しい 

 

 つまり、学習者が一定しないことと多様なこと、それに対応できる支援者が確保できないことが問題にな

っている。学習者側の条件は改善不可能なので、「学習者の多様性と一定しないことに対応できる支援

者が確保できないこと」と問題は一本化されるだろう。地域日本語学習支援活動の課題は、支援者の質、

それも主に現場対応能力の向上であるということになる。 

 上記のほかにも、課題として学習時間帯の設定や学習場所の確保、教材の作成や購入等の問題が付

け加えられている。これらの問題に対しては、地域の問題として国や自治体が積極的に取り組むべきで

あるとの認識が一般的ではあるが、具体的な対応が全国的に十分になされているとは言い難い。 

 現状では、地域日本語学習支援活動の主たる支援者は市民ボランティアである。日本語教員カテゴリ

ーの中の「ボランティア等」のうち、日本語教育能力検定試験合格者は約 4.1％（622 人）に過ぎず、専任、

非常勤・兼任の教員に占める合格者の割合と比較して大幅に少ない。一般の日本語教員養成課程（大

学等機関の日本語教員養成課程を除く）を受講した「ボランティア等」の割合も 30.8％に留まっている。

自治体や日本語学習活動支援グループの多くは支援者の養成講座を開催したり、自主的な勉強会を行

ったりしているが、それらが学習者の多様性や一定しないことに対して対応可能なまでの熟練度を保証

するものではありえないのは当然である。 

 地域日本語学習支援の場は、そもそも支援者が専門家ではないことによって成り立っているものであり

ながら、支援者側に専門性が望まれる現状にある。一方、活動の理念としては「日本語を通した外国人

市民と日本人市民の交流活動」という捉え方が強調されるようになり、定着するに従って、支援者が市民

ボランティアであることに積極的な意味合いが持たされているようだ。 
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2.3. 支援者側の理念と方法 

 地域日本語学習支援活動の理念と方法は変化してきており、従来主流であった「日本語教育」を志向す

るものと、「交流活動」を志向するものが並存している。変化の背景には、日本社会における市民活動観

の成熟とともに日本語教育自体の理念の変化がある。日本語教員の養成に関する調査研究協力者会

議（2000 年、文化庁）は「日本語教育とは、広い意味で、コミュニケーションそのものであり、教授者と学

習者が固定的な関係ではなく、相互に学び、教え合う実際的なコミュニケーション活動と考えられる」とし

ている（資料２：163）。 

 新たな理念に基づいた活動例として、島根県の例が挙げられる。島根県のしまね国際センターは、2002

年から日本語教室開設を支援する事業を行っており、そこでは日本語支援活動が「日本語交流活動」と

称されている。支援事業の一環の「日本語ボランティア講座」で講師を務めた西口と沢田は、それぞれ講

座の資料で「日本語交流活動」を以下のように定義している（資料１：92、124）。 

 

西口：「日本語交流活動」 

a. 外国から来た人と日本人がおしゃべりを通じて交流する。 

（一人の人間と一人の人間として知り合う） 

※もちろん、その他の活動をするのもよい。 

b. おしゃべり（と、少しの工夫）を通して日本語が「上達」する。 

→外国人は日本語が上手になる。 

→日本人は、日本語があまり上手でない外国人と話すのが、また話を聞くのが上手

になる。 

c. ときに、「日本語を教える」場合もある。 

 

沢田：日本語交流活動とは 

 日々の生活の中でボランティアと学習者が新しい発見をし、思いを共有し、人間関係を築いて

いく活動 

 学習者は日本語でおしゃべりしながら日本語のことばや言い方を覚えていく。ボランティアは日

本語を話す「場」を作り、話す手助けをする。 

（下線は沢田による） 

 

 両者とも「日本語交流活動」を「日本語によるおしゃべり」と位置付けている。活動の素材として、身の回

りのものやチラシなどの各種印刷物、大阪市教育委員会作成の日本語交流活動用テキスト「あいうえお

で日本語」を試用することが提案されている。それらを話題や「おしゃべり」のきっかけに用いるということ

である。 

 しまね国際センターが開催する「日本語ボランティア講座」のプログラム中には日本語の文法的なことに

ついて意識化を促す講座もあるが、殆どの時間は「日本語交流活動」や異文化間コミュニケーションにつ
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いて参加型で体験して学びと気づきを得る活動に充てられている。つまり、ここではボランティアに必要

だとされているのは、「日本語教育の知識や技術」ではなく、「交流する者としての心構え」である。 

 現在の地域日本語学習支援活動の場には、従来主流であった「日本語教室」や「日本語を勉強」という

キーワードを使用しているものと、そのような言葉を使用せずに「交流」という言葉を使う後発のタイプが

並存しているが、今後後者のタイプが増加して行くことが予想される。この変化の背景には、前述した日

本社会における市民活動観の成熟と日本語教育自体の理念の変化があると考えられる。 

 

2.4. 学習者の要望 

 一方、学習者側にも背景の多様化と市民としての地域への関わりの度合いの深化という変化が挙げら

れるが、彼らが地域に求める日本語学習支援とはどのようなものであろうか。 

 2001 年に行われた全国 12 地域の 16 歳以上の日本語教室学習者 600 人を対象とした調査（資料４）

では、約６割が市町村の日本語教室で学習していた。この調査における学習者の目標到達レベルであ

るが、約半数（45.5％）が「日本人とほぼ同様に会話と読み書きができる」レベルになることを望み、約２

割（26.1％）が「日常的な事柄について会話ができ基本的な漢字の読み書きができる」レベルを目指して

いる。約半数の希望を実現するには、教育機関側にも高度に専門的な教育プログラムとそれを実現でき

る教師が必要である。 

 学習者と日本語教室との関係を見てみると、日本語教室に「満足している」学習者は約８割（77.4％）と

多い。挙げられている不満点は、交通の便や人数に関するものであり、授業の質に関するものではな

い。 

 日本語教室での成果として、最も多くが挙げるのは「日本語で話せるようになった」ことで、約６割

（59.0％）が挙げている。続いて「知り合いが増えた」（55.9％）、「地域に住んでいる人と交流する（出会

う）機会を得た」（36.8％）が挙げられている（選択肢の中から上限まで複数項目を選ぶ回答方式。以下

同様）。「日本語会話力の向上」と「出会い・交流」が重要視されているが、外国人一般の傾向といえるほ

どの割合の高さではない。 

 「日本語教室でこれからしたいこと」の上位４つは、「日本語を話す」（71.1％）、「生活・文化の勉強」

（54.2％）、「友達を増やす」（47.7％）、「みんなと話す（話し相手を見つける）」（43.7％）で、ここでも「日本

語会話」と「出会い・交流」が重要視されている。「出会い・交流」の相手には、日本人だけでなく他の外国

人も含まれていると考えられる。 

 「通っている教室への要望」の上位５つは、「通える時間帯を増やしてほしい」（33.2％）、「日本語学習の

相談に乗ってほしい」（24.1％）、「生活に関する相談に乗ってほしい」（17.6％）、「もっと身近に教室を開

設してほしい」（17％）、「もっと丁寧に教えてほしい」（7.7％）である。教室が提供するもの（教育や交流）

の質が大きな問題になっているということはないようだ。 

「行政機関（役所等）への要望」上位７位中で日本語学習支援や交流に関するものは、「日本語学習

のための支援を行ってほしい」（38.9％、１位）と「自分と違う価値観（異文化）についての理解を深める場

の提供」（12％、６位）のみである。約４割が、まずは日本語学習支援を求めている。日本人市民との出
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会いや交流の機会の提供という要望はない。 

 

2.5. 学習者と支援者の欲求のずれ――真の課題―― 

 以上で見た調査結果と管見の限りでは、地域在住外国人がどのような日本語学習支援を希望しており、

現状がどれだけそれに応えているかを正確に知ることは困難である。「交流」志向の活動についても、ま

だ具体的な実践方法や成果の報告は十分になされていない。 

 富谷（2000）が地域日本語学習支援の場で行った調査では、「日本語ボランティアにおける学習者のイ

ンタレストは日本語学習と日本語を使用しての日常生活の実現であるのに対して、教師側のインタレスト

は自己学習・自己実現・親和体験である場合が多い」という結論が出ている。支援者側の「交流」「市民

活動」志向と学習者側の「日本語学習」志向との間のずれは、前述の現状からも考えられることである。

支援の場が「教室＝教育」型でも「交流」型でも、支援者に日本語教育の知識や技術が十分でない場合

は、学習者の「日本語学習」という要望には応えられない。進行する学習者の多様化で、支援者の対応

能力がますます要求される状況にありながら、現状は「交流」重視の流れで支援（希望）者の間口をさら

に広くする傾向にある。「学習者が一定しない」ことは、地域の日本語支援の場の「問題」というよりもむし

ろ活動の性格から必然的に生じる「特徴」であるが、学習者の欲求に十分応えられないことがその度合

いを強くしている、つまり悪循環を生んでいる可能性も考えられる。 

「交流」型活動は多くの市民ボランティアを受容でき、かつ彼らの欲求をも満たすことができるシステム

であるが、学習者の欲求を満足させ、そのニーズに応えるものたりえているとは必ずしもいえない。交流

が重視されればされるほど、学習者を牽引していく具体的な方法が必要とされ、それでこそより豊かな交

流が生まれる可能性があるにも関わらず、現時点ではそのような方法は十分に提案されていない。学習

者と支援者の双方を満足させる方法の提供こそが、地域日本語学習支援活動の課題といえないだろう

か。 

 

 

3. 地域日本語学習支援におけるイミディアット・メソッドの可能性 
 イミディアット・メソッド（以下ＩＭ）の基本的および周辺的な要素の多くは、地域日本語学習支援の場にお

いても有効に機能すると考えられる。ＩＭは、日本国内の大学のフランス語教育現場において考案された

ものであるが、すでに日本語教育においても実績があり、日本語教育への適用に関する研究もなされて

いる。大学や語学学校で日本語教育にあたっている日本語教育関係者を対象とするＩＭワークショップ

後のアンケート調査では、ＩＭが有効と思われる現場や条件として、それぞれ 80％が「ボランティア教室」、

「日本語教育の知識の少ない教師」という項目を選択した（池澤 2004a）。1999 年に初めてＩＭが日本語

教育に適用された現場も、日本国内の地域在住外国人を対象とする無料の教室であり、担当者（筆者）

にとっては、それが初めて行う教室授業であった。 

 本節では、地域日本語学習支援におけるＩＭの可能性を、活動内容、支援者、学習者の観点からに分

類して述べる。 
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3.1. 活動内容の観点から 

ＩＭの教室活動は、地域日本語学習支援の場の多くで求められる活動内容に合致すると考えられる。 

ＩＭは、教室で実際のコミュニケーションを行うことを目的とし、その場を構成する全員（教師も学習者

も）が自分自身のアイデンティティを保ったまま「いま、ここで」の会話を行う。しかし、準備や素材なしに、

無目的に、偶発性にのみ頼ってコミュニケーションを行うのではない。コミュニケーションの素材となる会

話プリントと語彙プリントを用いるのだが、まずはこの内容を学ぶことで「会話の準備」を行う。「会話の準

備」には、文法学習や語彙学習、発音練習などの「学び」の要素が含まれている。この「学び」の段階が、

続く「会話」という「創造」的な活動を可能にするという構造になっている。あらかじめ設定された素材（話

題や語彙、文型、会話文など）を会話のきっかけに用いるとはいえ、教室を構成する全員が自分自身と

して「いま、ここで」の会話を行うことは、「学びの共同体」（Lave & Wenger 1991）の構築であり、「交流」を

実現する。 

「交流」型支援の問題点は、「交流」にのみ焦点があてられ、具体的な学習活動が欠如しがちなことで

ある。「交流」を行うことで結果的には日本語学習が行われているとしても、その成果は短期的には非常

に把握が困難である。特に「教室授業」の学習形態に慣れている多くの外国人市民は、「学習」したとい

う満足感や目に見える成果から得られる達成感を味わうことができないため、継続的参加への意欲が高

まることが期待できない場合がある。支援者側は「交流」のみ行えれば欲求が充足されるが、外国人市

民側はやはり「学習」の要素をも求めて参加しているのであり、「交流」活動だけでは達成できないような

到達目標を持って参加している場合が多いため、やはり「学び」という要素を直接的に提供していくこと

が必要である。 

逆に、「教室」・「勉強」志向の支援活動の場には「交流」の要素が加味されると、より効果的なのでは

ないかと思われる。熟練度の低い教師にとっては、創造的で実践的な教室活動を行うことはしばしば困

難で、実際の授業でも省略されがちである（池澤 2004b）。しかし、そのような活動は、地味な練習活動の

成果を発揮し、自己表現を行い、学習の成果を確認することができる。学習者の意欲を刺激するために

は非常に重要な活動なのである。 

ＩＭは、地域日本語学習支援活動に望まれる「交流」と「学習」という授業活動のどちらの面を実現する

ためにも用いることのできる道具となり得る可能性があるのではないか。 

 

3.2. 支援者の観点から 

 地域日本語学習支援における最大の問題が、支援者の現場対応能力であることは前節で見たとおりで

ある。有意義な「交流」と「学習」の双方を実現させるためには、相応の能力か仕掛けのいずれかが必要

であるが、市民ボランティアに高度な日本語教育能力を求めることは困難である。ボランティアであって

も、日本語教育課程を修了していることや日本語教育能力試験に合格していることを条件にしている支

援団体も存在する。また、経験を重ねるにつれ熟練度を高めるボランティアも多い。しかし、「交流」志向

の高まりの中で、ボランティアに日本語教育に関する能力を求めない傾向に拍車がかかり、ボランティア
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の間口は広がっている。この現状に対しては、日本語教育の知識や経験のない支援者でも行える方法

を提供することが有用であると考えられる。 

ＩＭは、教育経験や教師としての熟練度など実践者の背景を問わずに、比較的容易に技能習得をして、

実践できるという特徴を持つ。そのためもあり、日本のフランス語教育現場では急速に普及した。また、

近年英語教育現場にも適用者が増加しつつある。日本語教育においても、日本語教育学を履修する大

学学部生を対象にワークショップを行い、短時間で教材作成や授業運営が行えるようになるという結果

が出ている（池澤2004a）。また、本節冒頭でも述べたとおり、ＩＭワークショップ後のアンケート調査で、大

学や語学学校で日本語教育にあたっている教員の 80％が、ＩＭが有効と思われる現場や条件として「ボ

ランティア教室」、「日本語教育の知識の少ない教師」という項目を選択した（池澤 2004a）。 

熟練度の低い教師にも実践を可能にしているのは、ＩＭが単純で分かりやすい仕掛けを提供するもの

であることによる。教具は会話プリントと語彙プリントのみで、授業の構成も「会話の準備」および「会話」

の二部構成とはっきりしている。会話プリントと語彙プリントは、暗記の完成度に左右されずにその場で

会話を行うことを可能にするものであるが、同時に具体的な教育／学習内容が提示されたものでもある

ので、学習とコミュニケーションのいずれの要素をも含む活動がこれ一枚で行える。 

 「交流」型活動の支援者に対して、学習者に配布する「おみやげ」作りが提唱されることがある。この

「おみやげ」は「交流」の中の「学び」の部分を目に見える形にしたものであると言えるが、ＩＭのプリントは

「おみやげ」に適していると考えられる。特に語彙だけでなく、文型が図式化されて示されるので、学習者

にはわかりやすく、支援者にも作りやすい、文法事項の提示がしやすいという利点がある。このことは、

2004 年度と 2005 年度に支援者対象に筆者が行ったＩＭのワークショップで、支援者側から指摘されたこ

とである。 

もっとも、プリント、特に会話プリントの作成にはある程度の能力と労力が要求される。前述のワークシ

ョップで実現されたように、日本語教育について学んだことのない支援者にも会話プリントの作成は可能

である。しかし、ワークショップで一度教材を作成してみることと、実際にボランティア活動の枠組みの中

で一定期間にわたりプリントを作成し続けていくことは同じではない。現実に多くの支援者がＩＭを実践す

るためには既製のプリントの蓄積が必要であろう。ひとつの支援グループ内で一部の支援者が作成した

ものを共有して、他の支援者も使用するというパターンに可能性があると思われる。ちなみに、日本国内

の地域日本語学習支援活動を想定したプリント集の作成は筆者も予定している。現在唯一出版されて

いるＩＭによる日本語教材（池澤・アズラ 2005）は、「交流」より「学習」を重視する現場を対象に作成され

たものであるので、「交流」を重視する現場では、そのまま使用するよりは、プリント作成の参考に有用で

あるようなプリントが多い。 

ＩＭは、地域日本語学習支援の支援者の特徴に対応できる可能性があるが、教材の作成と充実が今

後の課題である。 

 

3.3. 学習者の観点から 

 地域日本語学習支援の対象者である学習者の第一の特徴は、その多様性である。学習者は、まずそ
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の属性から多様である（出身国、母語、年齢、職業、日本在住の理由など）。そのために当然、外国語学

習能力、学習スタイル、学習観なども異なり、ニーズや到達目標も人それぞれということになる。岡本ほ

か（2000）は「学習者の多様性に対応すること」が支援活動の課題であると述べている。 

 学習者の特徴としては次に、その出席が一定しないということが挙げられる。これも支援活動の大きな

課題となっている。地域日本語学習支援の教室の多くは一年中新しい学習者の参加を受け付けている

ので、毎回のように新規の学習者が参加する。ほとんど無料であり、拘束力がないので、欠席する学習

者も来なくなる学習者も多い。筆者がＩＭのワークショップを行った前述の支援の現場でも、学習者の出

入りの激しさと定着率の悪さ、規則的で継続的な出席が見込めないことが問題として挙がっていた。 

 鹿嶋・森（2004）は、以上のような事情と実践結果を踏まえ、地域日本語学習支援活動の教材には「モ

ジュール性が必要」と述べているが、ＩＭはモジュール式であり、積み上げ式によらなくともできるので、学

習者の出入りの激しさや学習グループが頻繁に再編成されることに対応しやすい。会話プリントと語彙

プリントは、それぞれ A４紙一枚の量に抑えられてあり、一回完結式である。ここには、その回の「会話」

の素材となる会話文や語彙が提供されているが、実際の「会話」は個々の学習者が各々のレベルと興

味に応じてそこから発展させるので、学習者はそれぞれが自分なりに活動できる。 

 家根橋・二宮（1997）は、レベル差の大きいクラスで、学習者同士の相互学習の試みを行い、有効性を

検証している。ＩＭは正確さよりもコミュニケーションの成立を重視し、暗記の完成度にあまり左右されず

に実際のアクティビティーに結び付けられるような仕掛けを備えているので、学習者同士の活動が行い

やすい。レベルのより低い学習者はプリントをたどれば「会話」が成立する。そうする必要のない学習者

も時々はプリントを参照すれば、適切な語彙や表現を使ってより正確に「会話」することが可能になる。

両者ともプリントの存在により安心感をもって「会話」に臨める。地域日本語学習支援の場は、日本人市

民と外国人市民の出会いと交流の場であるだけでなく、外国人市民同士の出会いと交流の場でもある。

日本人支援者の多寡に関わらず、外国人市民同士が日本語で交流することを助ける仕掛けは有用であ

ろう。 

 ＩＭの仕掛けは、地域日本語学習支援の学習者の主たる特徴に対応できる可能性を持っていると言え

るだろう。 

 

 

4. おわりに 

    以上見てきたように、イミディアット・メソッド（以下ＩＭ）は、地域日本語学習支援の現状に有用な要素

を備えており、その適用可能性は大きいと考えられる。有用な要素とは、まず、「交流」と「学習」の双方

を有意義に実現し、支援者と学習者の双方の欲求に応えられる点、日本語教育の知識や技能のない支

援者でも行いやすい点、学習者の多様性と出席が一定しないことに対応しやすい点などである。 

 多くの支援者による適用を実現するためには、地域日本語学習支援活動に特化したＩＭ教材が必要で

ある。作成にあたっては、話題、語彙、文型、会話文の選定、レイアウトなどにおいて、先行研究と現場

を知悉する支援者・学習者双方の経験を参考にする必要があるだろう。ＩＭ教材の特徴である会話文の
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チャートを作成するにあたっては、地域や教室、学習者などに個別の語彙の入れ替え可能性を視覚的

にわかりやすく示すなどの工夫があれば、なお便利なものとなるだろう。また、日本語教育の知識や技

能のない支援者に必要な配慮を同定し、教材に反映させたり、支援者用の参考書を作成することも今後

の課題である。参考書には、具体的な状況別に授業運営法のバリエーションを示すと、より有用であろう。

もちろん、支援者を対象とした情報提供方法や技能訓練方法も追求される必要がある。さらに、地域日

本語学習支援におけるＩＭ実践の様相を観察し、以上の作業にフィードバックさせることも重要である。 

 

 

参考文献 

1. 池澤明子（2004a）「イミーディアット・アプローチによる日本語教育の方法研究」九州大学大学院比較社

会文化学府修士論文 

2. 池澤明子（2004b）「日本語教育実習授業における｢自由会話｣活動」『日本語教育学会 2004 年度第９回

研究集会予稿集』日本語教育学会 

3. 池澤  明子・ジャン＝リュック・アズラ（2005）『日本語で！！今すぐいっしょに話す日本語会話』アルマ出

版 

4. 岡本牧子他（2000）『ボランティアで日本語を教える』アルク 

5. 家根橋伸子・二宮喜代子（1997）「レベル差の大きいボランティアクラスにおける相互学習の試み」『日本

語教育』第 95 号 日本語教育学会 

6. 鹿嶋恵・森陽子（2004）「地域在住外国人のための日本語コース・デザイン再考――サバイバル・ジャパ

ニーズとしての短期集中型コースの可能性と課題――」『三重大学留学生センター紀要』第 6 号 三重大

学留学生センター 

7. 仙田武司・御舘久里恵・新矢麻紀子（2004）「コミュニケーションスペースとしての地域日本語活動の場の

創造」『日本語教育学会 2004 年度第９回研究集会予稿集』日本語教育学会 

8. 富谷玲子（2000）「地域日本語教育におけるネットワーキングの有効性と限界」『日本語教育における教

授者行動ネットワークに関する調査研究――最終報告――』日本語教育学会 

9. 山田泉（2005）「多様な日本語教育の展開と社会的課題克服への貢献」『日本語教育』第 124 号 日本語

教育学会 

10. Azra, J-L. ほか（2002）『言語文化共同研究プロジェクト 2001    外国語教授法としての“Méthode 

Immédiate”』大阪大学言語文化部・大阪大学大学院言語文化研究科 

11. Azra, J-L., M. Ikezawa, e. a.（2005） The Immediate Method, Language learning for life: JALT2004 

conference proceedings, Tokyo: Japan Association for Language Teaching (appearing) [コンピュータファ

イル（光ディスク）] 

12. Lave, J. & E. Wenger（1991）Situated Learning ―― Legitimate Peripheral Participation, New York : 

Cambridge Univerty Press.  

 



 11 
 

資料 

1. 財団法人しまね国際センター（2004）『平成 15 年度 地域の日本語教室開設支援事業報告書』財団法人

しまね国際センター（92、124） 

2. 文化庁編（2004）『地域日本語学習支援の充実――共に育む地域社会の構築へ向けて――』国立印刷

局（16-17、163） 

3. イミディアット・メソッド URL    http://www.almalang.com/ 

4. 文化庁URL    http://www.bunka.go.jp/ 


